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○委 員 長（村山 邦彦） 報告第 2 号について、お願いします。

○教育施策推進担当参事（工藤 正） 報告第 2 号、北広島市立小学校の適正配置につい

て、提案理由の御説明を申し上げます。

12月21日の第10回通学区域審議会において、適正配置に関する答申がございました。

当日、松本会長より教育長へ答申書が手渡されました。この件につきましては 12 月 28

日、各委員さんに答申書本文、それから同日付けの北海道新聞の朝刊の写しを FAX で送

らせていただいておりますので、答申書の概要について御説明させていただきます。

答申書は、適正配置に関する答申書、適正配置に関する審議経過・概要の 2 つからな

っております。まず、答申書は本文と付帯意見の 2 点からなっております。答申書本文

では適正規模に満たない北広島団地内の 4 小学校につきまして、広葉小学校と若葉小学

校、高台小学校と緑陽小学校を統合して２校とするのが望ましいという内容になってお

ります。統合によって使用される校舎については、保護者、地域の方々の理解を得なが

ら決定していくことという但し書きが書かれております。また、付帯意見としましては、

1 点目として今回の統合は通常行われる小さな学校が大きな学校に統合されるという形

ではなくて、２校ずつを統合して、使用される学校においては新たな教育を行うという

観点から、校名や校章を含め、教育目標などについて関係者と事前に十分協議するとい

うことが 1 点目として示されております。

２点目としまして、適正規模に関する保護者、地域住民説明会で通学時の安全、安心

に関しまして、一番多く意見や要望が出されております。統合することによりまして、

通学路の変更が伴う児童が出てきます。そうしたことから、通学時の安全、安心に対し

て事前に十分協議すること。それから３点目としましては、統合によって２つの校舎が

学校として使用されなくなる。学校は地域の核となっておりまして、その校舎をどのよ

うに利用していくのかは地域住民にとっては重要な要素であるということから、街づく

りの観点からも十分検討を行うといった３点の付帯意見がつけられております。

次に適正配置に関する審議経過、内容についてでありますが、これは答申に至った経

過を示したもので、答申の資料という位置付けにしております。内容的にはまず諮問か

ら中間答申、それから適正配置に至った経過が述べられております。そして、今回の答

申は適正配置に関するものでありますので、適正配置の審議内容に対しての概略が述べ

られております。この点につきましてはその都度御報告させていただいていると思いま

す。それから、通学区域審議会では北広島団地内の４小学校について統合するのが望ま

しいという考えで、その組み合わせについては今回示しております。ただし、統合する

該当校の関係者全てが委員として入っているわけではありませんので、保護者や地域の

方々の理解を得ながら、今後手続きを進めていくという考え方から今後において使用す
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る校舎については、教育委員会に任された形になっております。従いまして、今後は答

申を尊重することを前提としまして、内部検討を進めていき、その都度教育委員会の考

え方を受けながら適正配置を進めていきたいと考えております。

以上でございます。

○委 員 長（村山 邦彦） 何か御質問はございませんか。

○教育委員（長谷川しづ） 地域との繋がりということで、これからの望みというか、お願

いというか、安全の確保という意味で地域の人たちとの関わりというのはほんとに大きな

問題じゃないかと思います。そういう意味で今、地域の人たちにいろいろお世話になって

いる通学の時の子どもたちの安全確保、そういう意味では始まった時は結構みんな一生懸

命ですが、それを継続するというのはとても大変なことだと思います。ですが、継続でき

るように、最初にきちっとその辺を考えてやっていただけたら、子どもたちの安全確保と

いうことで、地域の親御さんたちの安心を確保することができると思います。

今現在、西の里では、地域の方たちが子どもさんたちの交通の安全のためにいろいろ協

力して下さっていますが、最初のころはいい話だ、協力しようということで、大勢の方が

登録されて、出向いてやってて下さったのですが、継続となるとなかなか大変で、健康上

の問題や、時間の拘束ということも出てきますので、なかなか今は人数の確保という意味

で大変になっています。ですから、そういうことも一人ひとりの方、特定の人たちにどう

しても負担を掛けがちになりそうな気がします。ですから、これから校区の範囲が広くな

るということが出てくれば、どうしても地域の方たちのご協力ということから考えて、無

理な負担が掛からないように大勢の人が少しずつ関わって協力して、子どもさんたちを守

るというような理解を深めていただけたらと思います。

○委 員 長（村山 邦彦） 今、長谷川委員さんが言われたように、統合後の通学路の安全

確保が最重要なことでありますし、答申のあった 2 校のセットで、1 校の校舎を廃止する

ことになります。１校を残す場合にどの校舎を残すかということを考えるに当たって、子

どもの通学路がどう変化するか、これは非常に重要な検討事項です。恐らく遠くなる子ど

もと近くなる子ども、近くなる子どもはいないのですか。

○教育委員（麻生 敏子） もし、統合して１校にした場合に、一番遠くの子どもたちがど

の辺からその学校に通ってくるか、この学校にこの範囲の子どもたちが通うのであれば、

一番遠くの子どもたちはどのくらいの時間なり距離になるのか、危険な場所はどういうと

ころにあるのかというところを私は知りたいのですが。

○教育施策推進担当参事（工藤 正） 審議会で審議をする段階で、統合の場合にどうい

う組み合わせをするかを審議したときに、資料としてどの程度の距離になるのか、どこか

危険箇所はないのかなどの点検はしてはおります。ただ、今言われましたように、仮に統

合するといった場合に、全員が必ずしも遠くなるということではなく、逆に近くなる方も

います。だから、一概に全員が遠くなるということにはなりません。

それから、通学路の安全・安心の部分につきましては、それは物理的な部分と距離的
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な部分があると思います。これからいろいろ詰めていく上で、教育委員の意見も聞きなが

ら進めさせていただいて、一定の方向を出した後、説明会を行います。ここで皆さん方の

ご意見等も加味しながら、要望等も出てくると思いますが、これについて協議、検討して

いく必要があると思っています。一番多く出てくるのは通学路の安全・安心の部分で、受

け止め方、考え方が様々だと思います。教育委員会として、あるいは地域の方、保護者の

方に協力していただかなければならない部分も当然出てきます。その辺も含めて、これか

らそういう部分について検討していかねばならないと思います。そして説明会の中で出た

意見、要望も踏まえながら進めていきたいという考えであります。

○教育委員（麻生 敏子） これからまだまだ、地域との説明会なり、そういうものを開い

ていくわけですよね。答申をいただいて結論というわけではないから、答申をいただいて

それを検討するという形ですよね。

○教育施策推進担当参事（工藤 正） とりあえずは報告ということであります。

○教育委員（長谷川しづ） 通学区域が広がれば、今まで以上に、青少年健全育成連絡協議

会との方たちとの協力というのは本当に大きな関係を持っていくような気がしますね。

○委 員 長（村山 邦彦） 統合した場合に、例えば、広葉と若葉をどっちかにしなさい、

高台と緑陽をどっちかにしなさいと。どっちかになった場合に、その 2 つの学校の学区は、

今度は 2 つの学区が組み合わさって一つの新しい学区になりますね。それが大原則です。

そのほかに、いよいよどっちかの学校を使うようになった場合に、その学区に関わりのな

かった隣接の校区の児童生徒は新しい学区に変える方が便利だから学校を変えてほしい

という話はありませんか。

○教育施策推進担当参事（工藤 正） 要するに通学区域の変更ですよね。説明会の中で

も、実際にそういう形の要望がありました。今住んでいる所から別の学校が見えるという

ことです。ただ、一応今回の答申の前提としましては、現在の通学区域はいじらない、と

いうのは、同じ学区の子どもは同じ学校に行かせる、子どもの友人関係だとか地域の関係

だとかを絡めた時に、同じ学区の子どもは同じ学校に行く。ただ、現在の学区の中で割ら

ないという前提の中で審議を行ってきております。そういうような要望は適正規模の説明

会の時には出ておりました。

○委 員 長（村山 邦彦） 審議会としては、そのコンセンサスの元でやってきたというこ

とですか。原則、通学区域の線引きは変えないということですね。

○教育施策推進担当参事（工藤 正） はい。その時に、いろいろなシミュレーションを

出しました。結果的に審議委員さん自体も、できれば４校を存続できないかという思いが

ありました。やはり、子どもたちを移動させるというのは忍びない部分もあるという考え

方は基本にはあります。ただ、適正規模という考え方、要するに、一番問題なのは 1 学年

1 学級、要するに単学級が問題となった時に、具体的に団地に隣接するのは東部小学校に

なります。通学区域を多少変更して、4 校が存続出来るかといったシミュレーションをし

てみましたが、それは無理であるということで、統合という形でなければ駄目だろうとい
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う前提で話が進んでおります。

それと、先ほどの学校選択制、これはいろいろな形があります。ブロック選択制だとか

隣接校選択制だとか、これについてはどうだろうという考え方もありましたが、それは団

地だけの問題ではない、全市的な問題であるということで、今回の件についてはそういう

選択制の部分を除いて審議会の議論が進んでいました。ですから、そういう観点からの話

もありました。

○教育委員（長谷川しづ） 参考までですけれども、通学距離がかなり長くなるということ

からスクールバスみたいな意見も出てたりしてたのですか。そういうのは出なかったので

すか。

○教育施策推進担当参事（工藤 正） 説明会の中では、通学距離が伸びた場合について

は、そういうものも検討してくださいという保護者や地域の方々の要望等はありました。

ただ今回、今の組み合わせでいきますと、2 キロを超える可能性としては、最大伸びた場

合でもいないと想定しています。ただ、転入などがあれば可能性は出てくると思いますけ

れども、基本的に団地内というのはご存知のように遠いようで、それほどありませんので、

大丈夫だと想定しています。

○委 員 長（村山 邦彦） 今も 2 キロを越えて通っている子どもはいるのですか。

○管理課長（高秀 望） 全市的に見れば、2 キロを超えて通っている児童生徒はおります。

例えば虹ヶ丘についてはスクールバスではなくて、路線バスにお願いしまして、虹ヶ丘の

方ではスクール便と言っていますが、それ以外は普通の路線バス、虹ヶ丘も路線バスなの

ですが、定期券の 2 分の 1、これは 2 キロ以上という距離要件は、最初の頃はありました

けれども、今は距離要件を撤廃しまして、通学定期を買った場合にその 2 分の 1 を補助し

ています。中学生については、3 キロ以上の子どもについては、自家用車による通学では

3 キロ以上で一月 1,500 円、これは子どもたちが複数で乗った場合であっても、月 11 日

以上の連続通学に対しては月当たりガソリン代として 1,500 円助成しています。2 キロで

1,000 円です。この対象生徒は現在もおります。

○委 員 長（村山 邦彦） ほかには何かございませんか。

（質疑等特に出ず）


